
 

 

 

 

 

 

平 成 ２ 1 年 度 

 

事  業  報  告  書 
 

（ 要 約 版 ） 
 

 

 

       
自 平成２1年４月 １日 

 

至 平成２２年３月３１日 

 

 

 

 

 

仙 台 商 工 会 議 所 
 

 

 

 



- 1 - 

Ⅰ ． 総 括 的 概 要 
 
平成 21年度の日本経済を振り返ると、金融危機の後遺症に悩まされながらも新興国の需

要回復に伴い、大手企業を中心に国内景気も徐々に明るさを取り戻しつつあったが、11月

には円相場が一時１ドル 84円台まで上昇するなど、円高の進行やデフレ経済の進展、新型

インフルエンザ流行などのマイナス要因が影響を及ぼし、二番底の懸念が払拭されないま

ま、厳しい経済環境下で推移した一年であった。 
 

麻生内閣は景気浮揚策として、国民１人当たり 12,000 円の定額給付金支給や高速道路料

金の引き下げを実施したほか、21年４月には省エネ家電の購入やエコカーの買い替え促進

策、雇用対策、子育て支援などを盛り込んだ空前の 15兆円規模の「経済危機対策」を発表。

その後、16年ぶりの政権交代によって９月に誕生した鳩山内閣も雇用調整助成金の支給要

件の緩和、エコポイントやエコカー補助金の延長、住宅版エコポイントの創設などを盛り

込んだ「緊急経済対策」を実施し、景気の下支えに向けて積極的に動いたものの「22年春

の大学卒業予定者の５人に１人が内定なし」という社会現象が象徴するように、先行き不

透明さから慎重な姿勢を示す企業が多数を占めた。 
 

 東北地方においても金融危機の余波は大きく、各地で工場や店舗の閉鎖、事業縮小の動

きが相次ぎ、東北に多い高度電子機械産業を中心として、政府の雇用対策を活用した従業

員の一時帰休などによって対応する企業が多く見られた。その後の需要回復を受けて、生

産水準も次第に回復していったが、金融危機以前の水準には届いていないのが実態で、加

速度を増して押し寄せる高齢化と人口減少の波と相まって、地域経済の活力低下やコミュ

ニティ崩壊などの諸問題をより深刻化させた。 
 

こうした中、宮城県域では、平成 28 年度に県内総生産 10 兆円を目指す宮城県の「富県

戦略」に基づき、生産拠点の新設や増設へ向けた取り組みが進められ、22年１月にはトヨ

タのハイブリッド車に搭載されるニッケル水素電池を製造するパナソニックＥＶエナジー

の新工場が大和町で操業を開始。さらには、半導体不況の影響を受け、新工場着工延期を

発表していた東京エレクトロンが 22 年夏に着工、23 年春以降に稼働する予定であること

を発表するなど、今後さらなる生産拠点の集積促進に伴う雇用創出をはじめとした地元へ

の波及効果の広がりが期待されている。 
 

 足元の社会資本基盤の整備状況を見ると、常磐自動車道の亘理インターチェンジ（ＩＣ）

―山元ジャンクション（ＪＣＴ）間の 11.5 キロが 21 年９月に開通。仙台北部道路の利府

しらかし台インターチェンジ（ＩＣ）―富谷ジャンクション（ＪＣＴ）間の 6.6 キロが 22

年３月下旬に開通し、産業集積が進む北部工業団地と仙台港が結ばれるとともに、仙台圏

を囲む環状高速道路が完成。ほか、22年秋の完成を目指し、東北縦貫自動車道の（仮称）

大衡インターチェンジ（ＩＣ）も着工された。 
 

一方、物流拠点としての期待が高まる仙台港については、中野地区複合一貫輸送ターミ

ナル改良事業（水深９ｍ、耐震化）が着手されるとともに、21 年 10 月にはガントリーク

レーン４号機が供用開始されるなど、機能充実に向けて進展が見られた。ただし、宮城県

が 22年度政府予算で新規着工を求めていた高松埠頭整備事業については、調査費の計上に

とどまったことから、行政・経済界が一体となって、その実現を今後さらに強力に政府に

働きかけていくことにしている。 
 

 こうした状況の中、平成 21年度に当所では、定額給付金支給にあわせた景気浮揚策とし

て、みやぎ仙台商工会との主催、仙台市との共催で、４月下旬から６月末までの２カ月間

「心のおまけキャンペーン」を市内全域で実施。約 750 店が参加し、さらに市内 11商店会
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では、大型テレビや温泉宿泊券が当たる抽選会や割増商品券の発行などのタイアップイベ

ントが多数繰り広げられ、低迷する消費者の消費喚起を図るとともに、地場商店会の利用

拡大に努めた。 
 

また、地域資源と個店の逸品情報の発信を目的に当所が 20年度に開設した「ぶらり仙台

まちめぐり」に 21年度は連坊、原町、南町通界隈（わい）を追加掲載し、来訪者の回遊性

向上に向けて努めた。さらには、平成 27年度の開業に向けて整備が進む地下鉄東西線関連

の取り組みとしては、「東西線沿線駅周辺まちづくり研究会」の運営を通じて、他都市の先

進事例の視察を実施するとともに、沿線各地域のまちづくりの進展状況について、横断的

な情報交換を行った。 
 

一方、21年度の仙台地域の大きなトピックスとしては、Ｊ２ベガルタ仙台がリーグ優勝

を果たし、７季ぶりのＪ１復帰を決定したほか、東北楽天ゴールデンイーグルスがパ・リー

グ２位となり、球団創立５年目で初のクライマックスシリーズに進出。当所では懸垂幕を

掲げ、地元プロチームの躍進を祝福した。地元Ｋスタで行われた試合には県内外から大勢

の観客が押し寄せ、宮城県では、地元開催２試合で 6.5 億円の波及効果が生み出されたと

試算しており、仙台 89ERS を含めた地元プロスポーツを生かした今後の仙台のまちづくり

に、さらなる期待が集まっている。 
 

観光面では、20年秋に開催の仙台・宮城デスティネーションキャンペーン（ＤＣ）で培っ

た地域づくりに向けた取り組みの継続化を図るため、宮城県を中心に 21 年 10 月から 12

月までの３カ月間、「仙台・宮城【伊達な旅】キャンペーン」を展開。新型インフルエンザ

発生や景気低迷の中にあっても、キャンペーン効果によって、観光客入込数（対前年同期

比 95.5％）、宿泊観光客数（同 95.1％）ともに前年を若干下回る実績を保った。宮城県は

平成 24年に再度ＤＣを開催するべく、名乗りを上げたが選にもれたことから、推進組織と

して「仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会」を存続させ、引き続きＤＣ誘致を働きか

けていくことにしている。 
 

さらに東北新幹線・新青森駅開業を 22 年 12 月に控え、東北各県が連携したＰＲ事業の

展開等による観光客の拡大を図るため、当所が東北６県の夏祭り主催者等に呼びかけ、「東

北夏祭りネットワーク」を２月に結成。22年度以降に具体的な共同事業を展開することに

している。 
 

 また、先行き不透明な時代における明確な当所活動方針を示すべく、22年度から３年に

わたる「中期ビジョン」の策定に 21 年 10 月に着手。議員を対象とした懇談会やアンケー

トの実施を通じて意見の吸収を図った上で、検討会で議論を重ね、最終的には 12月に「企

業活力」、「地域力」、「組織・運営力」の３本柱を軸に事業活動を重点的に進めていくこと

を掲げた中期ビジョンをとりまとめた。組織・財政面では、「会員組織強化実行計画」を

21年９月に策定し、１万会員を目指し、全所をあげて会員増強に取り組むことを決定した。 
 

さらに、当地進出産業への参入に向けた地元企業支援策として仙台・米沢・会津若松３

都市の工業部会の交流会を 22 年２月にスタート。都市整備・再開発事業などの大型プロ

ジェクトに対しても適宜適切な対応を図ったほか、産学官の幅広い連携・協働を推進し、

市政・県政の運営に対しても経済界の立場から積極的な協力・支援を行った。 

 

また、厳しい経済情勢下であっても、中小・小規模企業が経営相談等を通じて企業力を

高め、将来に向けて明確な道筋を描けるよう、そして仙台の街が競争力を有するワンラン

ク上のブランド力を備えた魅力あふれる都市として、都市全体の底上げが図れるよう、こ

れまでの継続事業とともに、特に今年度においては以下の事業を積極的に展開した。 
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東京・議員会館を県下商工会議所会頭が訪れ、

景気・中小企業対策、県内のインフラ整備など

を要望（21.09.17） 

Ⅱ ． テ ー マ 別 報 告 
 

 Ａ ． 会員の声を生かした組織運営  
 

１．諸会議の開催・「中期ビジョン」策定 
 

21 年度事業を実施するにあたり議員総会､ 常議 

員会､ 部会､ 委員会等 245 回に及ぶ会議を開催し 

た。 

今年度の取り組みとしては、変化の激しい社会 

経済環境のなかで、しっかりとした機軸に基づい 

た事業活動を展開するべく、22～24 年度の３カ年 

にわたる『中期ビジョン』を 12月に策定。 

中期ビジョンでは、地域企業が本来持っている 

「企業力」にさらに磨きをかけていく上で必要と 

なる仙台商工会議所における企業サポートのあり 

方や、将来にわたって仙台の「地域力」を持続さ 

せていくための方策、さらにはそれらを支えていくための「組織運営体制」について、選

択と集中の考え方に基づき、行政や会員企業とともに重点的に行っていくべき事業を示し

ている。 

 

２．意見活動の実施 
 

景気浮揚対策、中小企業対策、税制改正

等に関する要望をはじめ､ 仙台都市圏自動

車専用道路網や仙台空港、仙台国際貿易港

のソフト・ハード両面からの整備など､ 当

地域を取り巻く 32 件に及ぶ商工業振興や

まちづくりを進める上で必要不可欠な諸課

題について、当所単独あるいは県内、東北

一円の商工会議所をはじめ、他の経済団体

とも連携を図りながら地元選出国会議員や

関係行政省庁等に対し、会員の総意として

強く要望を行った｡ 

その成果として、22 年度税制改正では、

18年度の制度創設以来、商工会議所が要望してきた「特殊支配同族会社の役員給与の損金

不算入措置（オーナー課税）の廃止」が実現されるとと

もに、中小企業投資促進税制や少額減価償却資産特例の

延長など、中小企業の活力増進・経営基盤強化に資する

税制改正措置が講じられることになった。 

 地元関連の要望事項としては、「（仮称）文化伝承のた

めの会館整備に関する要望」（22年１月）、「仙台アンパ

ンマンこどもミュージアムの誘致実現に向けた要望」

（22年１月）などを関係機関に要望。アンパンマンこど

もミュージアムが、宮城野区鉄砲町にある仙台市の再開

発事業地（約 7，000 ㎡）で 23年４月のオープンを目指 

し、22年夏にも建設工事がスタートする見通しとなるな 

中期ビジョンでは、当所事業を通じて“３つの力”を磨

いていくことを掲げている 

村井知事に要望書を渡す丸森会頭（21.07.21） 
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交通運輸部会、小売商業部会が合同で建設中の

富谷ジャンクションを視察（21.06.26） 

青年部全国大会が開かれた松山で、平成 22 年度開催のみやぎ・仙台大

会への参加を呼びかける当所青年部メンバーたち（22.03.25） 

ど、前進が見られた。 

なお、今年度は国政に対する陳情ルールが政権交代に伴って変更となり、原則として自

治体や各種団体の陳情は、民主党県連に提出し、幹事長室で一元的に取りまとめ各省庁の

政務三役に取り次ぐ方式へと改められた。 

 

３．部会活動の実施 
 

 業種ごとに設置する８部会において、業界

が直面する諸問題の研究や情報交換を目的に 

｢常任委員会｣､ ｢部会講演会｣､ ｢移動視察会｣、

「要望活動」などの諸事業を各部会の自主的

な運営の下で積極的に展開した。 

21 年度は、進出企業との新たなビジネス取

引を目指す動きとして、工業部会が仙台・米

沢・会津若松３都市の交流会を 22年２月にス

タートさせたほか、21年10月には山形カロッ

ツェリア研究会に参画する菊池保寿堂などを

視察。あわせて環境問題への取り組みとして、

電気自動車関連の講演会を開催した。 

卸売商業部会では、経済ジャーナリスト・

財部誠一氏のトップセミナーを開催（22年２

月）。理財部会では、村井宮城県知事を囲む朝食懇談会

（21 年６月）や東北財務局長を囲む懇談会（21 年 12

月）を開催。交通運輸部会と小売商業部会では、22年

３月に開通した仙台北部道路・富谷ジャンクションの

事前視察会を実施（21 年６月）。文化観光部会では、

秋田竿灯まつり視察会（21 年８月）、熊本・長崎視察

会（21年 11 月）を実施した。不動産部会では、東京・

丸の内三菱１号館や住宅リノベーション事業の現状を

学ぶ視察研修会（21年 11 月）を行った。 

 

４．女性会・青年部活動 
 

青年部では、5 月に恒例の「第 24

回子と親のウォークラリー」を開催

（1,401 人参加）。また、会員交流事

業を開催したほか、宮城県沖地震への

備えとして、ＢＣＰ（事業継続）計画

について宮城県から説明を受けたほ

か、実際に阪神・淡路大震災で被災し

た経験を持つ弘進ゴムの西井英正社

長から、震災時の企業行動を学んだ。 

 さらには、「日本商工会議所青年部

第 28 回東北ブロック大会」（平成 21

年９月 11 日～13 日・1,052 人参加）

の受け入れを行い、「日本商工会議所

青年部第 30 回全国大会」の仙台開催  

（平成 23年２月 17日～20日・4,000

工業部会は、新たなネットワーク構築を目指し、仙台・米沢・

会津若松の３都市交流会を開催（22.02.26） 
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女性会では、民俗研究家の結

城登美雄さんを講師に招き、

自身が立ち上げた鳴子の米

プロジェクトを題材に、日本

の農業問題を学ぶ講演会を

開催（22.03.19） 

仙台で開催された日本商工会議所青年部第 28 回東北ブロッ

ク大会であいさつを述べる仙台ＹＥＧの三原健太郎会長

（22.09.11） 

 

地下鉄の車両基地が建設される荒井地区で仙台市の担当者から説明

を受ける東西線沿線駅周辺まちづくり研究会メンバーたち

（21.07.23） 

 

人規模）に向けて弾みをつけた。 

女性会では、メンバーの資質向上ならびに

若手後継者の育成を図るために「女性経営者

公開講演会」を開催。県内女性会の持ち回り

で、観光・地域づくり・農業問題・人材育成

などをテーマとして、各分野に精通した講師

の講演を聞き、理解を深めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．委員会・協議会活動 
 

会頭の諮問機関である既存の委員会

や協議会等の活動を通じて、意見の集約

と諸問題の解決に努めた。 

「仙台初売りをよりよくする検討会」

（藤原直委員長）では、全市２日一斉開

催した仙台初売りにおいて共同企画事

業を実施。「年末お客様感謝祭実行委員

会」（湯目一潔実行委員長）では、27商

店会・1,854 店舗の参加の下、2009 年末

お客様感謝祭を実施し、約 33.8 万枚の

応募はがきの中から、公開抽選会を行っ

た。 

 また、｢東西線沿線駅周辺まちづくり

研究会」（柳井雅也委員長）では、仙台

市から「東西線沿線まちづくり基本方針

(改訂版) 」の説明を聞くとともに、21 年７月には実際の建設予定ルートを視察。さらに

は、住民が主体的に決めたまちづくりの方針を行政が認定・支援する制度によって地域振

興に取り組む横浜市の大口通商店街協同組合の視察などを通して、地下鉄東西線沿線地域

のまちづくりの横断的な情報交換・推進に努めた。 
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資金繰りから雇用関連までの相談を、１カ所で受けられる

「ワンストップ・サービス・デイ」を４回にわたって実施 

 

農商工連携バスツアーでは、徹底した品質管理でトマト栽培を行う

農業法人・サンフレッシュ七ケ浜などを視察（21.11.14） 

 

 Ｂ ． 地域経済を支える中小企業の支援   
 

１．地域力連携拠点・事業承継支援センター事業、 

ワンストップ・サービス・デイ開催 
 

 中小・小規模企業を中心とした方々が抱く

経営力向上、創業・再チャレンジ、事業承継

などの諸課題の解決を図るため、「地域力連携

拠点・事業承継支援センター」を設置し、県

内連携機関との協力の下、中小企業診断士、

司法書士、税理士、弁護士などの専門家が窓

口相談（438 件）や専門家派遣（2件）を実施

し、企業に対して強力な支援を行った。また、

「起業塾」や「経営革新塾」等のセミナーを

開催し、創業・経営革新のための基礎知識習

得支援に努めた。 

さらに、今年度は、農商工連携事業と 

して、国の施策について学ぶ農商工連携

活用促進セミナーを開催するとともに、

農商工連携促進バスツアーによる県内先

進事例の視察を通して、農商工連携につ

いての理解を深めた。 

 また、21 年 12 月に閣議決定された「明

日の安心と成長のための緊急経済対策」

に基づき、日本政策金融公庫や宮城県信

用保証協会、宮城労働局など 13機関との

協力の下、利用者が一つの窓口で資金繰

りや雇用調整助成金などの相談を受けら

れる『ワンストップ・サービス・デイ』

を 21 年 12 月 22 日から翌年３月 24 日ま

で４回にわたって実施し、利便性向上に 

向けて対応を図った（相談総数 81件： 

金融 58 件、経営全般 10 件、下請取引 3件、知的財産 4件、雇用調整助成金 4件、雇用・

人材 2件）。 

 

２．エキスパート・バンク事業 
 

小規模企業等が必要とする専門知識や技能を有するエキスパート（中小企業診断士、弁

護士、司法書士、税理士、社会保険労務士等 79 人）を､県内企業の要請に応じて派遣し、

企業の技術力向上や人材確保・育成を図った（指導企業数 86企業、指導回数 131 回）。 

 

３．経営改善普及事業・記帳継続指導 
 

中小企業相談所の経営指導員が中心となって、小規模事業所に対する「巡回指導」（4,019

件）や「窓口指導」（913 件）を通じて、域内企業が抱く課題やニーズの把握に努め、企業

力向上に役立ててもらうべく、金融・税務・経営・労務等の各種経営支援メニューの積極

利用を促しながら、個別具体の課題解決を図った。 
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会員事業所を巡回訪問し、ニーズ

の把握を行いながら、当所経営支

援メニューの利用促進に努めた 

宮城県信用保証協会との連携による資金繰りの相談窓口を新設。利便

性向上に努めた 

 また、記帳方法の指導・普及を通じて企業経

営の強化を図るべく、40人の記帳指導員を委嘱

し、創業者をはじめとした経営者の仕訳から決

算までをサポートする「記帳継続指導」を行い、

記帳能力向上に努めた（対象：640 事業所）。 

 

 

 

 

 

 

 

４．金融支援（マル経融資ほか） 
 

経営改善を目指す零細企業や個人事業主に無担保・無保証人・低金利で資金を貸し出す

「小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）制度」について、21年４月に国が中小企

業対策の一環として制度拡充を図り、運転資金については返済期間を５年から７年に、設

備資金は７年から 10年にそれぞれ延長。融資限度額も 1,000 万円から 1,500 万円に引き上

げられた。当所としても本制度や、国・

県・市などが有する制度融資の普及・利

用促進を通じて、中小企業の資金繰り改

善に向けた支援を積極的に行った（平成

21 年度マル経融資実績：斡旋件数 136

件、貸付総額５億 9,290 万円）。 

 また、企業の多様な資金ニーズに、よ

り柔軟に対応できる相談体制を構築す

るべく、今年度は新たに「宮城県信用保

証協会」との連携による金融相談窓口を

新設し、毎週１回、緊急保証制度をはじ

めとした資金繰りや経営全般にわたる

相談に応じた。  

 

５．宮城県地域ジョブ・カードセンター 
 

 昨年に続き、ジョブ・カードセンターを日本商工会議所から受託し、正社員の経験が少

ないフリーターや子育て終了後の女性、母子家庭の母親など、正社員としての雇用を希望

する求職者と企業の架け橋となる「宮城県地域ジョブ・カードセンター」を運営。 

今年度は県下商工会議所・ハローワークなどと連携しながら、受入先となる企業や教育

訓練企業、社会保険労務士等の関係者を対象とした「ジョブ・カ－ド制度普及促進フェア」

を仙台、塩釜、白石などの県内各地で開催したほか、求職者を対象とする「職場見学・体

験学習」を開催し、制度の普及・啓発に努めた。 

 

６．検定試験・セミナー事業 
 

新入社員から中堅社員、経営者まで、企業の各階層に合わせた人材能力を開発するため

のセミナーや、その時々の経済・社会情勢に見合ったテーマによる研修会・講習会を 60

回にわたり開催し、計 1,988 人が受講した。今年度は、「採用・人事労務担当者強化セミナー」

や「社会保険・労働保険基本実務セミナー」等の開催を通じて、労働基準法改正や年を追
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21 年度は、ディスプレイデザインの専門家を講師に招

き、小売関係者を対象とした「視覚に訴える商品陳列・

空間演出実践セミナー」を初めて開催（21.10.15） 

会員交流会の展示ブースで商談を行う参会者たち。終了後、間も

なく、実際の取り引きが始まった成功事例も（22.02.16） 

会員交流会では、交流懇談会の前に１分間の自社ＰＲを実

施（22.02.08） 

入会２年以内の会員事業所を対象に開催した「新入会員ウェル

カムパーティー」。当所の経営支援メニューを活用して足こぎ

車いすを開発したテスの鈴木堅之社長が、新製品開発までの道

のりを発表するとともに、デモンストレーションを行った

（22.03.03） 

うごとに複雑化する企業の人事労務問題等に対

しても的確に対応した。 

 また、多様化、専門化する社会的ニーズに対応

できる人材スキルの向上を図るため､日本商工会

議所や東京商工会議所などが実施する 17 検定試

験を施行。時代の要請を受け、環境社会（eco）、

メンタルヘルス・マネジメント検定試験の受験者

は回数を重ねるごとに増えており、検定事業の総

受験者数は 13,205 人となった｡ 

 

 

７．会員交流事業 
 

会員相互の交流とビジネスチャンス拡大

の場として、「議員交流懇談会」を開催した

ほか、今年度は新たな交流のステージとな

るテーマ別「会員交流会」を 22年２月に開

催。当所若手議員ら６人による企画委員が

自主的な企画・運営を行った結果、①「異

業種パートナー発見・発掘交流会」、②「わ

が社のウリを発信しよう！情報交換会」、③

「テーマ別意見交換会」と３回にわたって

開催された交流会には、のべ168社から 239

人が参加し、実際の商取引に結びつく成功

事例が現れるなど、新たな企業間ネット

ワーク拡大に向けて前進が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．進出企業への対応 
 

県内進出企業の従業員やその家族が不安を抱くことなく、スムーズに当地に移り住むこ

とができるよう、仙台・宮城の魅力や生活関連情報を社員やその家族向けに提供する情報

誌『伊達ｆａｎ』を前年に続き、年４回発行した（各 5,000 部発行）。 

 また、今年度は進出企業の動きが本格化しつつある実態を受けて、特に関心の高い子供

の教育環境について、仙台都市圏の教育関連施設や、宮城の教育事情をまとめた「仙台都

市圏スクールガイド」を 11月に発行し、関係先に配布した。 
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 Ｃ ． 元気ある「仙台」の発信  
 

１．「心のおまけキャンペーン」 
 

当所とみやぎ仙台商工会の主催、仙台市との

共催で、定額給付金の支給に合わせた景気浮揚

策として、21年４月 25日から６月 30日までの

２カ月間「心のおまけキャンペーン」を仙台市

内全域で展開した。 

 本キャンペーンには約 750 店舗が参加し、店

頭に掲げた招きネコのロゴが入った統一ポス

ターに、お客さまに喜んでいただける独自の割

引や特典サービスを書き込み、集客を図ったほ

か、市内 11商店会（長町一丁目・サンカトゥー

ル・長町駅前商店街振興組合、仙台朝市商店街

振興組合、北仙台商店会、三栄会、平成商興会、

原町本通商工親睦会、なかやま商店街振興組合、

中田商工振興会、虎屋横丁・稲荷小路親交会）

では、豪華賞品が当たるプレゼント企画や割増

商品券の発行など、趣向を凝らしたタイアップ

イベントが繰り広げられた。 

５月 30 日には、参加店の特典や商店街のイ

ベント情報などを盛り込んだキャンペーン特

集号として、河北ウィークリーを 35 万部発行

し、街頭・新聞折込などで配布したほか、地元

放送会社（テレビ・ラジオ）への出演やコマー  

シャルなどを通じて、キャンペーン全体の盛り

上げを図った。 

 

 

 

 

２．平成 22 年の仙台初売り 
 

藩政時代から続く伝統行事「仙台初売り」を、正月２日に大型店や専門店、商店街の連

携・協力の下、全市一斉に開催した。『仙台初売りをよりよくする検討会』（藤原直委員長）

では仙台初売りを盛大に実施するための具体策を検討し、ホームページ「仙台初売りドッ

ト混む」の運営や「仙台初売りナビゲーションブック」の発行、「仙台初売り」の統一感や

キャンペーン参加店や商店会イベントを掲載した特集

号を 35万部発行し、盛り上げを図った 

期間中、参加店では心のこもったおまけサービスを展開 

 
参加店を激励に訪れる丸森会頭と庄子副会頭 
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連帯感を演出するための縁起記念

品等の頒布などを実施し、初売り

を盛り上げた。 

 今回は、景気低迷と前日からの

大雪と強風による影響が心配され

ながらの開催となり、早朝からの

客足にやや出遅れが見られたもの

の、中心部は昼過ぎには例年同様

大勢の客でにぎわいを見せた。今

年は堅実志向の消費者が多い世相

を表し、食品や日用品などの福袋

が人気を集め、大型店では、21年

10 月オープンした大塚家具ＩＤ

Ｃ仙台ショールームが仙台初売り 

に初参加し、割増商品券を販売し 

た。 

 

３．「仙台七夕まつり」をはじめとしたお祭り・イベントの開催 
 

仙台七夕まつり協賛会の運営を通じて、

全国に誇る夏祭り「仙台七夕まつり」を８

月６日・７日・８日の３日間開催した。 

 今回は、東京ディズニーリゾート内の商

業施設「イクスピアリ」に笹飾りを初めて

掲出したことをはじめ、広く県内外に情報

発信するとともに、「仙台七夕まつりをより

よくする検討会」が昨年とりまとめた検討

報告書に基づき、終日、観光バスの乗降場

となっていた市民広場の活用法を変更し、

18 時以降

は、星の宵

まつり「市

民 広 場 ス

テージ」、「七夕願いの広場」として活用した。市民広場

では、様々なダンスパフォーマンスなどが繰り広げられ

たほか、願い事短冊コーナーや七つ飾りのワークショッ

プを実施し、多くの市民や観光客で賑わい、これからの

仙台七夕まつりの可能性を探る上での布石となった。 

また、年間を通した仙台の歳時記、「仙台・青葉まつり」

や「ＳＥＮＤＡＩ光のページェント」の共催、「定禅寺ス

トリートジャズフェスティバル」、「みちのくＹＯＳＡＫ

ＯＩまつり」の協賛など、一年を通じて各種イベントの

支援を行った。 

 

 

 

 

ぶらんどーむ一番町では、福娘から福餅が振る舞われ、大勢の買い物客が行列

をつくった（22.01.02） 

 

東京・ディズニーリゾート内「イクスピアリ」に初めて飾られ

た仙台七夕の笹飾り 

市民広場に設けた願いの広場で、願い事

短冊を飾りつける親子 
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４．「仙台・宮城【伊達な旅】キャンペーン」開催 
 

平成 20 年開催の仙台・宮城デスティネー

ションキャンペーン（ＤＣ）の成果を一過

性に終わらせることなく、産業間の連携や

地域主体の様々な取り組みを継続・向上さ

せることを目的に、宮城県では、21年３月

に｢仙台・宮城観光キャンペーン推進協議

会｣(村井嘉浩会長、丸森仲吾副会長ほか)

を新たに立ち上げ、短期集中型の観光キャ

ンペーンとして、「仙台・宮城【伊達な旅】

キャンペーン」を２年間にわたり展開する

ことを決定。１年目の 21年 10 月～12 月に

は、仙台・宮城ＤＣで取り組んだ、おもて

なしや顧客満足度向上を図る伊達な旅のブ

ランド化に向けて取り組んだ。 

当所では、キャンペーン関連事業として、

歴史や文化、食など、仙台の街に眠る隠れた魅力・地域資源を再発見するために昨年募集

した「杜の都歩って（歩いて）ツアー」の優秀賞などのうち、４コース（「仙台辻標巡りツ

アー（21人参加）」、「榴岡地区(仙台駅東側)周辺まち歩きガイドツアー（22人参加）」、「東

北大学サクセス・ストリート巡り（21 人参加）」、「仙台の秋の風物詩、芋煮会を体験しよ

う！（23人参加）」）のツアーを実際に実施した。 

宮城県は 24年度に再度ＤＣを開催するべく、名乗りを上げていたが、最終的には世界遺

産登録を目指す平泉を擁する岩手県に決定。宮城県では、推進組織として仙台・宮城観光

キャンペーン推進協議会を存続させ、引き続きＤＣ誘致を働きかけていくことにしている。 

 

５．「東北夏祭りネットワーク」結成 
 

東北新幹線・新青森駅開業を 22 年 12 月に控え、東北各県が連携したＰＲ事業の展開等

による観光客の拡大や地域経済活性化を図るため、当所が東北６県の夏祭り（青森ねぶた

祭、盛岡さんさ踊り、仙台七夕まつり、秋田竿燈まつり、山形花笠まつり、福島わらじま

つり）主催者や県庁所在地商工会議所に呼びかけ、「東北夏祭りネットワーク」を発足。仙

台で 22年２月に開催した結成式には、お祭りの実行委員長や各地のミスなど 150 人が参加

し、長い歴史を有するそれぞれのお祭りの特徴や見どころを学ぶとともに、次年度以降に

手を携えて展開する共同事業などを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊達な旅キャンペーンの関連イベントとして「杜の都歩ってツ

アー」を実施。写真は荒町近辺を散策した仙台辻標巡りツアー

（21.10.03） 

結成式では、出席者に対して盛岡さんさ踊りをはじめ、東北

各地の夏祭りが披露された（22.02.15） 
庄子副会頭(仙台七夕まつり実行委員長)が、各地の夏祭りが連携し

て共同事業に取り組むことを宣言し、結成式を締めくくった 



- 12 - 

６．「仙台・首都圏交流会」の共催 
 

首都圏におけるシティセールスの場として、仙台市との共催で実施してきた「仙台の夕

べ」を「仙台・首都圏交流会」に改め、22年２月に東京・都市センターホテルで開催した

（仙台側 100 人含む計 300 人出席）。 

交流会は、交流・懇談に重点を置いた形式により開催し、仙台が有する魅力や都市ブラ

ンド、今後のポテンシャルについて、首都圏で活躍されている仙台とゆかりの深い企業･

団体など各界関係者に対して、奥山恵美子仙台市長や、丸森仲吾当所会頭自らがトップセー

ルスを行った。 

 

７．仙台まち歩きポータルサイト「ぶらり仙台まちめぐり」の運営 
 

 “マップ片手に仙台を歩こう”をテーマに当所

が荒町、長町、八幡町の３地区で前年に立ち上げ、

運営するまち歩きポータルサイト『ぶらり仙台ま

ちめぐり』について、21 年度は連坊、原町、南

町通界隈（わい）の３地区を追加掲載した。 

各地域の情報は、地域特有の資源(歴史・文化・

人)や、個店の逸品情報をもとに構成され、さら

には個店情報を随時更新できる機能を備えてい

ることから、訪問客拡大や回遊性向上、滞留時間

拡大、リピーター拡大等による商店会活性化に向

けて積極的な活用が図られている。 

 

８．プロスポーツ３チームの支援 
 

在仙プロスポーツチームを生かした仙台のまちづくりのあり方を考え、実践することに

よって、仙台の都市の優位性をさらに高めていこうと、「東北楽天ゴールデンイーグルス」

や「ベガルタ仙台」、「仙台８９ＥＲＳ」などとの連携を深めながら、各種イベントの実施

や広報宣伝・観客動員等について積極的な協力・支

援活動を行った。 

特に今年度は、Ｊ２ベガルタ仙台がリーグ優勝を

果たし、７季ぶりのＪ１復帰を決定したことを受け

て、早速当所では「祝 ベガルタ仙台 Ｊ１昇格おめ

でとう！」と記した懸垂幕を会館壁面に掲げたほか、

12 月には、ベガルタ仙台ホームタウン協議会が東

一番丁で優勝パレードを実施した。 

また、東北楽天ゴールデンイーグルスがパ・リー

グ２位となり、球団創立５年目で初のクライマック

スシリーズに進出するなど、仙台のまちはプロス

ポーツで大いに沸いた。当所が事務局を務める「楽

天イーグルス・マイチーム協議会」では、当所会館

に懸垂幕を掲げるとともに、宮城野通では仙台駅東

口商工事業協同組合と共同で 300 本の応援フラッ

グを掲出したほか、クリスロード商店街には同協議

会が製作したユニホーム型のビッグフラッグが設  

置され、地元プロチームの躍進を多くの市民ととも

に祝福した。 

21 年度は仙台朝市を含む南町通界わいと、連坊、原町

が参加し、地域の魅力発信に努めた 

東北楽天のクライマックスシリーズ進出を祝福し、

クリスロード商店街に掲げられたビッグフラッグ 



- 13 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台商工会議所  平成 21年度事業報告（要約版） 

平成 22年 5月発行 

〒980-8414 仙台市青葉区本町 2-16-12  ℡022-265-8182 

ホームページ http://www.sendaicci.or.jp/ 


